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労働保険事務委託事業主のための 

労働保険申告の手引き 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 この手引きは、労働保険事務組合に事務を委託する事業主の皆様を対象に、年度
更新にあたり作成していただく一括有期事業報告書及び一括有期事業総括表にかか
る留意点等をまとめたものです。 

一括有期事業報告書及び一括有期事業総括表の労働保険事務組合への提出方法等
年度更新の手続き詳細については、委託先労働保険事務組合にお問い合わせくださ
い。 
 
 
 

宮城労働局総務部労働保険徴収課 
〒983-8585 仙台市宮城野区鉄砲町１仙台第４合同庁舎７階 

TEL.022-299-8842 FAX.022-299-8836 
 

R5.3 作成 

労働保険の年度更新とは 

事業主は、新年度の概算保険料を納付するための申告・納付と、前年度の
保険料を精算するための確定保険料の申告・納付の手続（「年度更新」とい
う。）が必要です。 

この年度更新の手続は、例年６月１日から７月 10 日までの間に行います。 
労働保険の保険料は、毎年４月１日から翌年３月 31 日までの１年間を単位

とし、その間ですべての労働者（雇用保険については、被保険者）に支払わ
れる賃金の総額に、その事業の種類ごとに定められた保険料率を乗じて算定
します。 
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〇 一括有期事業の概要 
建設の事業については、一つの工事に係る請負金額が１億８千万円未満（消費税額

を除く（※））、かつ、概算保険料額が 160 万円未満の場合に一括して申告することに
なっています。 

立木の伐採の事業については、素材の生産量が 1、000 立方メートル未満で、かつ、
概算保険料額が 160 万円未満の事業について一括扱いができます。 
〇 申告の対象となる工事 
 以下の①～③いずれの要件も満たす工事は、一括有期事業の対象となります。 
 ①元請工事 
  元請負により実施した工事。 
 ②請負金額及び概算保険料 
  １工事の請負金額が１億８千万円未満（消費税額を除く。）、かつ概算保険料額が

１６０万円未満の工事。 
 ③工事期間 
  算定年度（令和４年４月１日から令和５年３月３１日）内に終了した工事。 
  令和４年３月３１日以前に開始している工事の算入もれがないよう注意してく

ださい。 
〇 一括有期事業報告書及び一括有期事業総括表の作成 

①一括有期事業報告書に元請工事を書き出し、それぞれの工事の種類ごとに労務
比率を乗じて、賃金総額を算出します。 

②一括有期事業報告書の作成で算出した「請負金額」、「賃金総額」の計を一括有
期事業総括表に転記して、「保険料額」と「一般拠出金額」を計算します。 

 
〇 一括有期事業の「労働者」の範囲 
 元請事業場及び下請事業場の事業主は、対象労働者となりません。 
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〇 一括有期事業報告書の作成にかかる留意点 
建設の事業の場合、保険料の算定方法には、「賃金」による場合と「請負金額」による場合があ

ります。 
「賃金」による場合、準備作業、周辺作業を含めその工事における協力業者に雇われる者を含

むすべての労働者の賃金を正確に把握し、その賃金総額に保険料率を乗じて保険料を算定します。 
一方、協力業者等の賃金を正確に把握し得ない場合には、請負金額に労務費率を乗じて得た額

を賃金総額とし、これに保険料率を乗じて保険料を算定します。 
１ 『一括有期事業報告書』には、工事期間の長短や請負金額の大小にかかわらず、以下の条件

を満たすすべての工事を記載しなければなりません。 
◎ 発注者から直接請け負った工事（元請工事）であること。 
◎ 前年 4 月 1 日から当年３月 31 日までに終了した工事であること（開始時期は問いま

せん）。当年の 4 月 1 日以降に終了（見込み）の工事は、実際に工事が終了した年度の申
告となります。 

２ この報告書は、以下の点に注意して作成願います。 
① 「事業の種類」ごとに作成します。 

例えば、新築工事などの「35 建築事業」と、内装や既設建築物内の設備工事などの「38 
既設建築物設備工事業」を手掛けた場合は、原則としてそれぞれ 1 部ずつ作成します。 

ただし、1～2 行で収まる場合は、同じ用紙に記載いただいても構いません。 
② 「事業の名称」には、工事の内容が分かる様な表現で記載願います。公共事業の場合は、

契約工事名を記載します。また、請負金額が 500 万円未満の工事は、「○○新築工事、外△
件」のように、同じ事業の種類でまとめて記載することも可能です。 

【 注意いただきたい記載の例 】 
◎ 事業所の業種（工事の種類）が「35 建築事業」であることから、すべての工事を「35 

建築事業」に記載 ・・・ 工事内容によって「事業の種類」が変わります。 
◎ 「○○邸」「工事」とだけ記載 ・・・ 工事の内容が分かりません。 
◎ 「リフォーム」とだけ記載 ・・・ 外装や屋根、増改築工事は「35 建築事業」、内装

や建物内部の空調・電気・給排水設備などの工事は「38 既設建築物設備工事業」となり
ます。 

◎ 「解体工事」・・・解体した資材の大部分をそのまま用いて再度使用することを前提と
した解体工事は「35 建築事業」。原形をとどめない程解体（破壊）する場合は「37 その
他の建設事業」となります。 

◎ 重機等を用いた土木工事を伴う造園は「37 その他の建設事業」となりますが、刃物ま
たは手工具のみを用いて植物の栽培管理やガーデニング、樹木の植樹または剪定（手入
れ）を行う作業（いわゆる「植木屋さん」）は「95 農業」の分類となり、末尾「６」での
申告となります。 

◎ 「36 機械装置の組立てまたは据付け」として記載 ・・・ 16 の分野に限った比較的大
掛かりな設備・プラントにおける組立・据付け工事となります。 

※ 「事業の種類」が不明な場合は、事務組合または労働基準監督署にお問い合わせ願い
ます。 
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③ 「事業の期間」には、工事契約書等を参考に、実際にかかった期間を記載願います。ま
た、年月日は省略せずに記載願います。 

前年 3 月末に工事終了したが、その年度の申告に含み忘れた工事があった場合は、事務
組合担当者にご相談ください。 

３ 業種の変更について 
当初「35 建築事業」で登録していたが、時代の移り変わりとともに、恒常的に「38 既設建

築物設備工事業」が多くなったという場合は、業種の変更手続きが必要です。 

 
〇 一般拠出金について 

「一般拠出金」とは、石綿による健康被害の救済に関する法律の規定に基づき、す
べての労災保険適用事業主にいただくものです。 

労働保険の確定保険料の申告の際にあわせて申告・納付します。 

賃金総額に一般拠出金率（0.02／1000）を乗じて算定します（１円未満切り捨て）。 

労務費率表 

業種番号 事 業 の 種 類 

工事開始日が 

平成 30 年 4月 1 日～のもの 

労務費率 保険料率 

32 道 路 新 設 事 業 19 
1,000 分の 

11 
33 ほ 装 工 事 業 17 9 
34 鉄道又は軌道新設事業 24 9 

35 
建 築 事 業 

（既存建築物設備工事業を除く。） 
23 9.5 

38 既存建築物設備工事業 23 12 

36 
機械装置の組立て又は

据付けの事業 
組立て又は取付けに関するもの 38 

6.5 
その他のもの 21 

37 そ の 他 の 建 設 事 業 24 15 
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